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「社会医療法人の認定について」の一部改正について 

 

 

令和３年度税制改正の大綱（令和２年 12 月 21 日閣議決定）において、新型コロナ

ウイルス感染症による影響を踏まえ、「社会医療法人制度における認定要件のうち救

急医療等確保事業に係る業務の実績が一定の基準に適合することとの要件について、

関係法令の改正により夜間等救急自動車等搬送件数及びへき地診療所に対する医師

の延べ派遣日数等の基準値に係る特例を追加する見直しが行われた後も、現行の社会

医療法人に対する特例措置と同様の特例措置を講ずる」こととされ、これに基づき特

例的な認定要件が設けられております。 

今般、当該要件について必要な見直しを行うため、当該要件を定めた医療法第四十

二条の二第一項第五号に規定する厚生労働大臣が定める基準の一部を改正する件（平

成 20 年厚生労働省告示第 119 号）の改正を行い、その内容については、本日付で「「医

療法第四十二条の二第一項第五号に規定する厚生労働大臣が定める基準の一部を改

正する件」の告示について（令和４年医政発 0331 第８号厚生労働省医政局長通知）」

において通知したところです。 

 これを受けて、「社会医療法人の認定について（平成20年３月31日医政発第0331008

号）」について、別添のとおり改正し、原則として本年４月１日から適用することと

したので、貴職におかれては、御了知の上、適正な運用に努めるとともに、遺漏のな

いよう、貴管下の医療法人に周知徹底を図るようお願いいたします。 

  

 

記 

 

 

第１ 改正の内容について 

 ○ 社会医療法人の認定について（平成 20 年医政発第 0331008 号。第２において 

「認定通知」という。）    

  ・別添１の一部改正                   別紙１ 

  ・添付書類１－２（救急医療）の一部改正          別紙２ 

 



 

第２ 適用期日等 

本通知は本年４月１日より適用する。ただし、本通知の適用前に行われた医療

法施行令（昭和 23 年政令第 326 号）第５条の５の規定に基づく社会医療法人に

係る認定の申請又は社会医療法人による医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 52

条第１項の規定に基づく書類の届出であって、当該申請又は届出における同法第

42 条の２第１項第５号ハに規定する実績に令和３年４月以降の月の分の実績を

含むものについては、本通知による改正後の認定通知の規定を適用する。 



別紙１ 

○「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31 日医政発 0331008 号）別添１の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

（備 考） 

○ 医療法施行令第５条の５の規定に基づく社会医療法人に係る認定の申請又は医

療法第５２条第１項の規定による社会医療法人の要件に該当する旨を説明する書

類の届出における実績に令和２年２月から令和４年３月までの月の分の実績を含

む場合 

   救急医療、災害医療及びへき地医療については以下の基準とする（特例部分は 

太字）。 

業務の区分 当該業務を行

う病院又は診

療所の構造設

備 

当該業務を

行うための

体制 

当該業務の実績 

救急医療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１又は２の基準に該当すること。 

１ （略） 

２．当該病院において夜間等救急自動

車等搬送件数を３で除した数が基

準値（別表１（＊１）の上欄に掲げ

る月数の区分に応じそれぞれ同表

の下欄に掲げる数と別表２（＊２）

の上欄に掲げる月数の区分に応じ

それぞれ同表の下欄に掲げる数と

を合計した数（国又は地方公共団体

からの要請（新型コロナウイルス感

染症の発生又はまん延に起因する

ものに限る。以下同じ。）を受けて

休業した日がある場合には、当該休

業した日数に２を乗じて得た数を

３で除して得た数を加算した数）を

７５０から控除した数（小数点以下

１位未満の端数があるときは、これ

を四捨五入する。）をいう。）以上

であり、かつ、直近に終了した３会

計年度のうち少なくとも１会計年

度における夜間等救急自動車等搬

送件数が７５０件以上であること。 

 ※「夜間等救急自動車等搬送件数」

とは、直近に終了した３会計年度

（備 考） 

○ 医療法施行令第５条の５の規定に基づく社会医療法人に係る認定の申請又は

医療法第５２条第１項の規定による社会医療法人の要件に該当する旨を説明す

る書類の届出における実績に令和２年２月以降の月の分の実績を含む場合 

 

   救急医療、災害医療及びへき地医療については以下の基準とする（特例部分は 

太字）。 

業務の区分 当該業務を行

う病院又は診

療所の構造設

備 

当該業務を

行うための

体制 

当該業務の実績 

救急医療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１又は２の基準に該当すること。 

１ （略） 

２．当該病院において夜間等救急自動

車等搬送件数を３で除した数が、別

表１（＊１）の上欄に掲げる月数の

区分に応じて、それぞれ同表の中欄

（直近に終了した３会計年度に国

又は地方公共団体からの要請（新型

コロナウイルス感染症の発生又は

まん延に起因するものに限る。以下

同じ。）を受けて休業した日がある

場合は下欄）に掲げる基準値以上で

あり、かつ、直近に終了した３会計

年度のうち少なくとも１会計年度

における夜間等救急自動車等搬送

件数が７５０件以上であること。 

 ※「夜間等救急自動車等搬送件数」

とは、直近に終了した３会計年度

における夜間（午後６時から翌日

の午前８時までをいうものとし、

休日を除く。）及び休日（日曜日、

国民の祝日に関する法律（昭和２

３年法律第１７８号）第３条に規

定する休日、年末年始の日(１月

１日を除く１２月２９日から１



における夜間（午後６時から翌日

の午前８時までをいうものとし、

休日を除く。）及び休日（日曜日、

国民の祝日に関する法律（昭和２

３年法律第１７８号）第３条に規

定する休日、年末年始の日(１月

１日を除く１２月２９日から１

月３日まで）及び土曜日又はその

振替日)における救急自動車等に

よる搬送を受け入れた件数をい

う。また、「１会計年度における

夜間等救急自動車等搬送件数」と

は、直近に終了した３会計年度の

うちいずれかの１会計年度にお

ける夜間及び休日における救急

自動車等による搬送を受け入れ

た件数をいう（災害医療において

も同じ。）。なお、「救急自動車

等による搬送」とは、救急自動車

及びこれに準ずる車両並びに救

急医療用ヘリコプターを用いた

救急医療の確保に関する特別措

置法（平成１９年法律第１０３

号）第２条に規定する救急医療用

ヘリコプター（以下「救急医療用

ヘリコプター」という。）及びこ

れに準ずるヘリコプターによる

搬送をいう。 

 

 

 

 

精神科

救急医

療の場

合 

（略） （略） （略） 

災害医療 （略） （略） 次の基準のすべてに該当すること。 

１．当該病院において時間外等加算割

合が１６％以上、又は夜間等救急自

動車等搬送件数を３で除した数が

基準値（別表３（＊３）の上欄に掲

げる月数の区分に応じそれぞれ同

表の下欄に掲げる数と別表４（＊

４）の上欄に掲げる月数の区分に応

月３日まで）及び土曜日又はその

振替日)における救急自動車等に

よる搬送を受け入れた件数をい

う。また、「１会計年度における

夜間等救急自動車等搬送件数」と

は、直近に終了した３会計年度の

うちいずれかの１会計年度にお

ける夜間及び休日における救急

自動車等による搬送を受け入れ

た件数をいう（災害医療において

も同じ。）。なお、「救急自動車

等による搬送」とは、救急自動車

及びこれに準ずる車両並びに救

急医療用ヘリコプターを用いた

救急医療の確保に関する特別措

置法（平成１９年法律第１０３

号）第２条に規定する救急医療用

ヘリコプター（以下「救急医療用

ヘリコプター」という。）及びこ

れに準ずるヘリコプターによる

搬送をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神科

救急医

療の場

合 

（略） （略） （略） 

災害医療 （略） （略） 次の基準のすべてに該当すること。 

１．当該病院において時間外等加算割

合が１６％以上、又は夜間等救急自

動車等搬送件数を３で除した数が、

別表２（＊２）の上欄に掲げる月数

の区分に応じて、それぞれ同表の中

欄（直近に終了した３会計年度に国

又は地方公共団体からの要請を受



じそれぞれ同表の下欄に掲げる数

とを合計した数（国又は地方公共団

体からの要請を受けて休業した日

がある場合には、当該休業した日数

に２を乗じて得た数を３で除して

得た数を加算した数）を６００から

控除した数（小数点以下１位未満の

端数があるときは、これを四捨五入

する。）をいう。）以上であり、か

つ、直近に終了した３会計年度のう

ち少なくとも１会計年度における

夜間等救急自動車等搬送件数が６

００件以上であること。 

２・３ （略） 

へき地医療 （略） （略） （略） 

 

 

＊１ 別表１ 

直近に終了した３会計年度に含まれる

令和２年２月から令和３年３月までの

月数 

７５０から控除する数 

０月 ０ 

１月 ２ 

２月 ４ 

３月 ５ 

４月 ７ 

５月 ９ 

６月 １１ 

７月 １３ 

８月 １４ 

９月 １６ 

１０月 １８ 

１１月 ２０ 

１２月 ２１ 

けて休業した日がある場合は下欄）

に掲げる基準値以上であり、かつ、

直近に終了した３会計年度のうち

少なくとも１会計年度における夜

間等救急自動車等搬送件数が６０

０件以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

へき地医療 （略） （略） （略） 

 

 

＊１ 別表１ 

直近に終了し

た３会計年度

に含まれる令

和２年２月以

降の月数 

国又は地方公共

団体からの要請

を受けて休業し

た日がない場合

の基準値 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日がある場合の基準値（小数点以下１位

未満の端数があるときは、これを四捨五入す

る。） 

１月 ７４８ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４８から控除した数 

２月 ７４６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４６から控除した数 

３月 ７４５ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４５から控除した数 

４月 ７４３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４３から控除した数 

５月 ７４１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４１から控除した数 

６月 ７３９ 国又は地方公共団体からの要請を受けて休業



１３月 ２３ 

１４月 ２５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３９から控除した数 

７月 ７３７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３７から控除した数 

８月 ７３６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３６から控除した数 

９月 ７３４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３４から控除した数 

１０月 ７３２ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３２から控除した数 

１１月 ７３０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３０から控除した数 

１２月 ７２９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２９から控除した数 

１３月 ７２７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２７から控除した数 

１４月 ７２５ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２５から控除した数 

１５月 ７２３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２３から控除した数 

１６月 ７２１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２１から控除した数 

１７月 ７２０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２０から控除した数 

１８月 ７１８ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１８から控除した数 

１９月 ７１６ 国又は地方公共団体からの要請を受けて休業



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊２ 別表２ 

直近に終了した３会計年度に含まれる

令和３年４月から令和４年３月までの

月数 

７５０から控除する数 

０月 ０ 

１月 ２ 

２月 ５ 

３月 ７ 

４月 １０ 

５月 １２ 

６月 １５ 

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１６から控除した数 

２０月 ７１４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１４から控除した数 

２１月 ７１２ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１２から控除した数 

２２月 ７１１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１１から控除した数 

２３月 ７０９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０９から控除した数 

２４月 ７０７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０７から控除した数 

２５月 ７０５ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０５から控除した数 

２６月 ７０３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０３から控除した数 

 

＊２ 別表２ 

直近に終了し

た３会計年度

に含まれる令

和２年２月以

降の月数 

国又は地方公共

団体からの要請

を受けて休業し

た日がない場合

の基準値 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日がある場合の基準値（小数点以下１位

未満の端数があるときは、これを四捨五入す

る。） 

１月 ５９９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９９から控除した数 

２月 ５９７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９７から控除した数 

３月 ５９６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９６から控除した数 



７月 １７ 

８月 ２０ 

９月 ２２ 

１０月 ２５ 

１１月 ２７ 

１２月 ３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月 ５９４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９４から控除した数 

５月 ５９３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９３から控除した数 

６月 ５９１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９１から控除した数 

７月 ５９０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９０から控除した数 

８月 ５８９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８９から控除した数 

９月 ５８７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８７から控除した数 

１０月 ５８６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８６から控除した数 

１１月 ５８４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８４から控除した数 

１２月 ５８３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８３から控除した数 

１３月 ５８１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８１から控除した数 

１４月 ５８０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８０から控除した数 

１５月 ５７９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７９から控除した数 

１６月 ５７７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７７から控除した数 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊３ 別表３  

直近に終了した３会計年度に含まれる

令和２年２月から令和３年３月までの

月数 

６００から控除する数 

０月 ０ 

１月 １ 

１７月 ５７６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７６から控除した数 

１８月 ５７４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７４から控除した数 

１９月 ５７３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７３から控除した数 

２０月 ５７１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７１から控除した数 

２１月 ５７０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７０から控除した数 

２２月 ５６８ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６８から控除した数 

２３月 ５６７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６７から控除した数 

２４月 ５６６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６６から控除した数 

２５月 ５６４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６４から控除した数 

２６月 ５６３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６３から控除した数 

 

（新設） 

 

 

 

 

 



２月 ３ 

３月 ４ 

４月 ６ 

５月 ７ 

６月 ９ 

７月 １０ 

８月 １１ 

９月 １３ 

１０月 １４ 

１１月 １６ 

１２月 １７ 

１３月 １９ 

１４月 ２０ 

 

＊４ 別表４ 

直近に終了した３会計年度に含まれる

令和３年４月から令和４年３月までの

月数 

６００から控除する数 

０月 ０ 

１月 ２ 

２月 ４ 

３月 ６ 

４月 ８ 

５月 １０ 

６月 １２ 

７月 １４ 

８月 １６ 

９月 １８ 

１０月 ２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１１月 ２２ 

１２月 ２４ 
 

 

 

  



 

別紙２ 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類１－２（救急医

療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔夜間等救急自動車等搬送件数〕 

消防機関の救急自動車による搬送件数 ①      件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 ②      件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 ③      件 

ヘリコプターによる搬送件数 ④      件 

合     計 件 

３会計年度平均 件 

直近に終了した３会計年度に含まれる令和２年２月から

令和３年３月までの月数（Ａ） 
月 

直近に終了した３会計年度に含まれる令和３年４月から

令和４年３月までの月数（Ｂ） 
月 

直近に終了した３会計年度中に国又は地方公共団体から

の要請（新型コロナウイルスの発生又はまん延に起因す

るものに限る。以下同じ。）を受けて休業した日がない

場合の基準値 

・ 救急医療については、 

別添１中別表１上欄に掲げる月数（Ａ）の区分に応じ

それぞれ同表の下欄に掲げる数と別表２上欄に掲げる

月数（Ｂ）の区分に応じそれぞれ同表の下欄に掲げる

数とを合計した数を７５０から控除した数 

・ 災害医療については、 

別添１中別表３上欄に掲げる月数（Ａ）の区分に応じ

それぞれ同表の下欄に掲げる数と別表４上欄に掲げる

⑤      件 

〔夜間等救急自動車等搬送件数〕 

消防機関の救急自動車による搬送件数 ①      件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 ②      件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 ③      件 

ヘリコプターによる搬送件数 ④      件 

合     計 件 

３会計年度平均 件 

直近に終了した３会計年度に含まれる令和２年２月以降

の月数 
月 

（新設） 

 
（新設） 

直近に終了した３会計年度中に国又は地方公共団体から

の要請（新型コロナウイルスの発生又はまん延に起因す

るものに限る。以下同じ。）を受けて休業した日がない

場合の基準値（別添１中別表１中欄又は別表２中欄参

照） 

 

 

 

 

 

 

 

⑤      件 



月数（Ｂ）の区分に応じそれぞれ同表の下欄に掲げる

数とを合計した数を６００から控除した数 

直近に終了した３会計年度における国又は地方公共団体

からの要請を受けて休業した日数（※） 
⑥      日 

直近に終了した３会計年度中に国又は地方公共団体から

の要請を受けて休業した日がある場合の基準値（⑤－⑥

×２÷３） 

件 

（記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した３会計年度における夜間（午後６時から翌日の午前８時までと

し、休日を除く。）及び休日（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）第３条に規定する休日及び年末年始の日（１月１日を除く１２月

２９日から１月３日まで）及び土曜日又はその振替日）の救急搬送件数を記載す

ること。 

 

 

 

直近に終了した３会計年度における国又は地方公共団体

からの要請を受けて休業した日数（※） 
⑥      日 

直近に終了した３会計年度中に国又は地方公共団体から

の要請を受けて休業した日がある場合の基準値（⑤－⑥

×２÷３） 

件 

（記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した３会計年度における夜間（午後６時から翌日の午前８時までと

し、休日を除く。）及び休日（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）第３条に規定する休日及び年末年始の日（１月１日を除く１２月

２９日から１月３日まで）及び土曜日又はその振替日）の救急搬送件数を記載す

ること。 

 

 

 


